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が、 そもそも、 銭湯に通うのは色々と都合が悪い。冬の寒い時期にわざわざ戸外に出ると湯冷めするし、夏なら帰りの道すがらまた一汗かいてしまう。銭湯の開いていない朝のうちはシャワーを浴びることもままならない。内風呂に比べれば銭湯はいろいろと不便である。そのため戦後 所得水準の上昇、都市ガスの普及、フロ釜などの改良などの要因から内風呂比率が高まった。　
内風呂の増加理由はまだ他にも
ある。人口増加に伴う都市化の進展である。 一九六〇年代になると、銭湯がない地域にも新しい住宅地が広がり始め、公営団地などの大規模開発では銭湯を敷地内に設置したものもあった。しかし 七〇年代に入るとこれらの団地 おいても内風呂 設置されるようになっていく。内風呂普及率は全国
平均で五九・一％（一九六三） 、七三・三％（一九七三） 、 八八・三％（一九八三） 、九三・五％（一九九三）九五・七％（二〇〇三）と上昇している
⑴。一戸建てにおいて
は、近隣に銭湯がない場合は内風呂が必要不可欠な設備となった。しかし、木造の建物に風呂。この組み合わせ 極めて不自由である。木は水を嫌うからであ 。湯気を漂わせる風呂の存在は、木造の家にしてみれば寿命を縮める持病のようなものである。木造建築と風呂好きという日本特有の環境が、ユニットバスなどを含む規格化された風呂 開発へとつながる。建物の寿命を延ばしつ 、工期を短縮し、より快適な風呂を廉価に生産できるようになったのである。建物の寿命を延ばす他の技術革新はユニットバス 他 も外壁・サッシ・窓ガラス・台所などがある。これらは大量生産の技術であったことから、ある一定の期間に建設された住宅の多くは同じ建材を使うこととなり、類似の外観で立ち並ぶこととなった。建材メーカーを中心として新しい建材の開発が進んだ事によ て、古い設備の陳腐化がより加速されたのである。最新の風呂にはテレビ・
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暖房・乾燥機能もついている。また、木造・鉄筋などの別でも構造の違いや材質の違いを強調する事で堅牢さや快適性をアピールする住宅メーカーが多数ある。より良い住居への欲求があるからこそ、住宅メーカーは建材開発へ 投資意欲を高めることとなり、建材技術革新を支え続けているのである。建材の技術革新が生じることによって、日本の住まいのあり方は変化し続けているとい る。●くらしの変化　
住まいのあり方を規定するのは










例としては、輸入建材による洋風建築などもあるが、近年 は庭付き一戸建てではなく 畑付マンションやレトロ住宅・古民家への若者の入居などが挙げられる。また、住居にはもれなくお隣さんが付いてくる事 注目する人々もい新築マンショ の建設前か 居住者コミュニティを形成し、都会において希薄化しつつあると言われるご近所づきあいを大切にする試みもある。個の住まいは所有権のもと、厳格にその範囲が敷地として定められているが、人間生活には隣人との共有空間が存在してる。地域の自治会活動やご近所づきあいなども住まいを規定する一部として重要視する はもっともである。住居の多様化は 同住宅における共有スペースのあり方にも見受けられる。共有スペースと
して、エントランスは必須であり、集会室やゲストルームなどは戦前から併設される傾向にあった。近年では、キッズルーム、フィットネスルーム・プー 、シアタールーム、カフェを するマンショ なども増えている。更にここ数年では、託児所を併設した「子育て支援マンション」 の設置も増え いる。住まいに対して要求するものは世帯構成と共に 生計支持者の働き方にも依存している。働き方はくらしや住まいのあり方と相互に関係し合うからである。とす と俗に「亭主元気 留守がい 」言われていた男性生計支持者だが、女性の社会進出や育児環境の向上を含め、雇用環境は大きく変化している。育メンの広がりや主夫の認知度の高まりや、フレックス制の勤務形態や在宅勤務りにつれて、想定される住まあり方も自ずと変化してくるであろう。 「亭主元気でお留守番がいい」と言われる日は既にもう来ているのかもし ない。（つぼた
　
けんめい／アジア経済研
究所
　
経済統合研究グループ）
《注》⑴総務省、 「住宅・土地統計調査」
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図1　総住宅数・総世帯数・空き家率の推移
（出所）総務省　平成20年「住宅・土地統計調査」
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